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Ⅰ 平成１９年度中間決算の概要Ⅰ 平成１９年度中間決算の概要



平成１９年度中間決算の状況
（億円、％）

増減率増減額《連結決算の状況》

前年同期比１９年度

中間期

＋20.3＋153906連結経常費用　　　　　　　（△）

＋26

△7

＋146

＋15.3195連結中間純利益

△1.9353連結経常利益

＋13.11,260連結経常収益

《静岡銀行単体の状況》

△774.9△14△16特別損益

＋15.7＋1491,094経常収益

△0.2△0.5329経常利益

△4.5△15313税引前中間純利益

＋18.3＋29190中間純利益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額 （△）

経　　費 （△）

＋13.7
＋322.9
△100.0

＋6
＋35
△52

50
45
－

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益
うち退職給付制度改定に伴う収益

△84.8△234臨時損益

＋7.8＋23325基礎的業務純益 ※

＋7.3＋22325

＋84.6＋8△1

＋5.5＋21395

＋8.5
＋4.2

＋29.8
△23.8
＋85.0

＋47
＋4
＋3
△3
＋7

604
93
13
9

△1

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋7.6＋51718業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益 2

＋0.030.43総資金利ざや

△117国際業務部門
＋6478　　預金等利息
＋5111　　有価証券利息配当金

＋0.060.59預貸金利ざや

＋103557うち貸出金利息
＋48587国内業務部門

前年同期比19年度中間期〔資金利益内訳〕

ト ッ プ ラ イ ン 拡 大

業務粗利益･業務純益・基礎的業務純益は過去 高

2期連続増益 基礎的業務純益 4期連続増益業務純益

50,967
54,002

57,167

628

667

718

17年度上期 18年度上期 19年度上期

貸出金平残

業務粗利益

（億円）

前年同期比減益 中間純利益 2期連続増益経常利益

3期連続増収 業務粗利益 4期連続増益経常収益

3期連続増収 連結経常利益 前年同期比減益連結経常収益

〔単体〕



グループ会社の状況

3

グループ会社（連結子会社１１社)は、経常収益246億円（前年同期比＋8億円）、経常利益24億円（同△1億円）の増収減
益

0.1

246

19

4

18

16

22

3

11

6

30

115

2

経常収益 経常利益

伝票事務集中化(対象50カ店)を試
行△1為替送信･代金取立等の集

中処理業務等静銀ビジネスクリエイト(株)

｢ALL-Sカード｣会員数12,127件

担保評価業務13,276件

ビジネススタッフの派遣2,235名

貸出金(平残)195億円、
有価証券(平残)429億円

投資信託販売額738億円

｢再チャレンジ支援功労者表彰｣を受
賞(6月)

ＳＤＣカードのショッピング取扱高
98億円

有担保住関連ローン取扱1,774件

新営業店システムを本格展開

リース･割賦契約獲得額127億円

コンサルティング情報受付183件

備　考

0.6経営コンサルティング業務静銀経営コンサルティング(株)

7リース業務静銀リース(株)

2コンピューター関連業務･計
算受託業務静岡コンピューターサービス(株)

4信用保証業務静銀信用保証(株)

2クレジットカード業務
信用保証業務静銀ディーシーカード(株)

0.5株式公開支援業務
中小企業再生支援業務静岡キャピタル(株)

8証券業務静銀ティーエム証券(株)

0.5銀行業務・証券業務欧州静岡銀行

0.2労働者派遣業務等静銀総合サービス(株)

0.2銀行担保不動産の評価･
調査業務等静岡モーゲージサービス(株)

24　　　合　　計　(11社)

クレジットカード業務

業務内容

△4静銀セゾンカード(株)　※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

（億円）



17,828

16,507

15,173
14,932

13,937

12,861

17年度上期 18年度上期 19年度上期

銀行全体 うち静岡県内

23,978

22,833

21,225

18,536

17,759

17,025

17年度上期 18年度上期 19年度上期

銀行全体 うち静岡県内

うち個人向け貸出金残高（平残）の推移うち個人向け貸出金残高（平残）の推移うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移

貸出金の状況

（億円） （億円）

貸出金増減額(平残)の内訳貸出金増減額(平残)の内訳

平成19年度上期の総貸出金残高（平残）は５７，

１６７億円と前年同期比＋３，１６５億円　（年率５．

９％）の増加

・中小企業向け貸出金残高は２３，９７８億円と
　同＋１，１４５億円増加（年率＋５．０％）

・個人向け貸出金残高は１７，８２８億円と
　同＋１，３２１億円増加（年率＋８．０％）
　（消費者ローン:同＋１，４６４億円、年率＋８．９％）

・中央政府を含む公共向け貸出金残高は１，４５３億円と
同△１３６億円減少（年率△８．６％）

4

総貸出金残高（平残）の推移総貸出金残高（平残）の推移

50,967

54,002
57,167

34,622
36,325

38,094

10,116 10,225 10,841

26.9%

27.7%

26.2%

17年度上期 18年度上期 19年度上期

銀行全体
うち静岡県内
大企業・中央政府向

（億円）

＋＋１，７６９１，７６９

＋３，１６５

＋＋７７７７７７

～～

＋１，１４５

～～

＋＋９９５９９５

＋１，３２１

～～

県内金融機関におけるシェア※（末残）

【前年同期比】

個人
＋１，３２１

中小企業
＋１，１４５

海外 ＋２２１

大・中堅企業
＋６１４

公共向け
(中央政府を含む)

△１３６

＋
３
，
１
６
５

（億円）

～～

※全業態シェア



5,989 5,972

4,565 4,377

5,443 7,264

1,875
2,019

4,594
4,086

１９年３月末 １９年９月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券の状況

利回り・平均残存期間の推移利回り・平均残存期間の推移

有価証券残高の推移有価証券残高の推移

平成１９年９月末の有価証券残高は２３，７１９億円と１９年３月末比＋１，２５３億円の増加
　　サブプライムローン関連エクスポージャーは残高なし

平成１９年９月末の株式・債券・投資信託等の有価証券評価損益は＋２，８１１億円と１９年３月末比△２０７億円、
　　うち株式評価損益は＋２，８６８億円と１９年３月末比△１７２億円の減少

有価証券利回り（期中平均）は２．０６％と前期比＋０．２３ポイントの上昇

5

※その他には外貨債券や投資信託を含む （億円）

＋１，２５３　＋１，２５３　

３．００年２．６０年平均残存期間 (円貨 )

１．６５年１．６７年平均残存期間 (外貨 )

２．０６％１．８３％利 回 り ( 期 中 平 均 )

16,785.69円17,287.65円日 経 平 均 株 価

１９年３月末 １９年９月末

22,466
23,719

〈国債〉〈国債〉
△　５０８△　５０８

〈社債〉〈社債〉
＋１，８２１　＋１，８２１　

社債・地方債
843

～～

ﾓｰｹﾞｰｼﾞ債
2,724

ｼﾞﾆｰﾒｲ
2,316

【外債の内訳】

債券型投信
209

株式投信
531

～～

ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ
473

【投資信託の内訳】

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｸﾛ
252

株式ﾛﾝｸﾞｼｮｰﾄ
122

その他
40

国際機関債
69

3,636 1,253

3,040
2,868

19年3月末 19年9月末

うち株式

有価証券評価損益の推移有価証券評価損益の推移

（億円）

3,018

2,811

△１７２△１７２

△２０７△２０７



預金の状況

総預金残高（平残）の推移総預金残高（平残）の推移
平成１９年度上期の総預金残高（平残）は６７，７０８億円と

前年同期比＋１，２７８億円（年率＋１．９％）の増加

6

・国内営業店預金残高は６５，５４０億円と同＋１，１６５億円増
加（年率＋１．８％）

・静岡県内預金残高は５８，３７２億円と同＋１，３３１億円増加
（年率＋２．３％）

・個人預金残高は４９，０００億円と同＋９５７億円増加
（年率＋２．０％）

・法人預金残高は１４，７３１億円と同＋１１８億円増加
（年率＋０．８％）

66,290 66,430

67,708

63,844
64,375

65,540

56,247
57,041

58,372

26.1% 26.1%

25.9%

17年度上期 18年度上期 19年度上期

銀行全体 国内店 静岡県内

（億円）

～～

＋＋１，２７８１，２７８

県内金融機関におけるシェア※（末残）

※全業態シェア

＋＋１，１６５１，１６５

預金増減額（平残）の内訳預金増減額（平残）の内訳

49,000
48,04347,507

44,64643,54942,899

17年度上期 18年度上期 19年度上期

国内店 静岡県内

14,73114,613
14 ,292

12,45612,241
11 ,829

17年度上期 18年度上期 19年度上期

国内店 静岡県内

うち法人預金残高（平残）の推移うち法人預金残高（平残）の推移

（億円） （億円）

～～
～～

＋＋１，３３１１，３３１

＋９５７

＋＋１，０９７１，０９７

＋１１８

＋＋２１５２１５

譲渡性預金を含む国内営業店預金残高は６８，８１４億
円と同＋２，４７７億円（年率＋３．７％）の増加

個人
＋９５７

法人
＋１１８

海外 ＋１２７

うち個人預金残高（平残）の推移うち個人預金残高（平残）の推移

（億円）【前年同期比】

金融･公金
＋９０

オフショア
△１４

＋
１
，
２
７
８

～～



預り資産の状況

個人預り資産（末残）の推移個人預り資産（末残）の推移

5,400
4,529 4,414

3,967
4,615

2,808

3,100

47,438
48,614 48,852

6

6266

338

274
202218

252

2,747

2,068

18年3月末 19年3月末 19年9月末

（億円）

60,000

0

50,000

公共債

円貨預金

投資信託

外貨預金

１
２
，
６
０
５
億
円

１
１
，
７
８
８
億
円

１
０
，
８
０
５
億
円

＋１，０６０＋１，０６０

＋８１７＋８１７

譲渡性預金

58,249

60,402

61,462

平成１９年９月末の静銀ティーエム証券㈱を含む個人預り資産残高は６１，４６２億円（１９年３月末比＋１，０６０億円）、うち円貨
預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高は１２，６０５億円（同 ＋８１７億円）

投資信託は、静銀ティーエム証券㈱との｢投信スキーム｣により、販売額が順調に増加

保険窓販は、引き続き、高収益の変額年金を中心に高水準を維持(19年度上期 地銀販売額第1位)

7

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券

+292

個人年金保
険

+648

666
611 622

418 560 598 648

560

16年度 17年度 18年度 19年度(計画)

下期

上期

保険窓販額の推移保険窓販額の推移
（億円）

（億円）
投資信託窓販額の推移投資信託窓販額の推移

159
20

16

14
14

255

622

811 723

457 738666

17

19

13 23

16年度 17年度 18年度 19年度(計画)

銀行下期

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券下期

銀行上期

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券上期

1,114

1,504 1,498

1,171
1,220 1,208

451

1,084

＋７２＋７２

６
８
０
億
円

７
５
２
億
円
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25

3536

56

39

52
48

16年度 17年度 18年度 19年度計画

18 22
23 22

87
100 99 105

108
93

101 100

8 13
178

249241
223

211

16.9%
17.5%17.5%

16.9%

16年度 17年度 18年度 19年度計画

銀行下期

銀行上期

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券下期

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券上期

手数料収益
手数料収益は、投資信託・保険窓販の手数料収入の増加により、順調に推移

手数料費用は、ローン生命保険料を中心に増加

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）

手数料収入･費用手数料収入･費用

（億円） （億円）
投資信託･保険窓販の手数料収益投資信託･保険窓販の手数料収益

8

＋３億円３８億円手 数 料 費 用

ロ ー ン 生 命 保 険 料 ＋１億円１４億円

＋２億円４４億円受 入 雑 手 数 料

代 理 事 務 手 数 料
(保険窓販手数料など )

＋５億円３５億円

＋９億円１４３億円手 数 料 収 入

１９年上半期 前年同期比【単体】

投資信託（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

保　険
手数料収益比率

（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）



△ 59

(11)

76

34
49

△ 0.23

0.29

0.16
0.12

16年度上期 17年度上期 18年度上期 19年度上期

与信費用比率

与信費用

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 －貸倒引当金取崩額、与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

　17年度および17年度上期の（　）は、貸倒実績率の算定期間変更による特殊要因を控除した場合

与信費用：１９年度上期 ４９億円（前年同期比＋１４億円）

・債務者区分の変更等　８４億円
・地価下落 　 ３億円

・格上、回収等による
個別引当金取崩 △３７億円
合計 ５０億円

一般貸倒引当金繰入額 △　１億円（前年同期比 ＋　８億円）

不良債権処理額 　５０億円（ 〃 　　＋　６億円）

（うち個別貸倒引当金純繰入額 ５０億円）

与信費用･与信費用比率の推移与信費用･与信費用比率の推移

9

（億円） （％） （億円） （％）【年度比較】 【上期比較】

21
40

59

(22)

0.04

0.10

0.07

0.09

16年度 17年度 18年度 19年度(計画)

与信費用比率

47



不良債権の状況

リスク管理債権の状況（単体ベース）リスク管理債権の状況（単体ベース）

29%
71%

延滞なし 延滞

84%

16%

87%

13%

延滞なし 延滞

33%

67%

要 管 理 先

開示額 274億円
（カバー率 50.3％）

破 綻 懸 念 先

開示額 1,329億円
（カバー率 87.6％）

実 質 破 綻 先
開示額 345億円

（カバー率 100％）

～部分直接償却を実施した場合の１６３億円と、信用保証協会の保証付貸出金の８８６億円を控除した場合のリスク管理債権総額は　　１，００６
億円となり、部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は１．７２％（１９年３月末比＋０．０４ポイント）

カバー率８５．３７％（１９年３月末比 △０．３４ポイント）

破綻先債権

延滞債権
（破綻懸念
先・実質破
綻先）

3ヵ月以上
延滞・貸出
条件緩和債
権（要管理
先）

１０６億円（5.2％）

（81.5％）

１，６７４億円

２７４億円
（13.3％）

２，０５５億円

平成１９年９月末のリスク管理債権の総額２，０５５億円（１９年３月末比 ＋８７億円）

リスク管理債権比率３．５１％（１９年３月末比 ＋０．０６ポイント）

・破綻懸念先以下 ＋８９億円
・貸出条件緩和債権

３カ月以上延滞債権 △２億円

10

１９年９月末リスク管理債権の内訳１９年９月末リスク管理債権の内訳

２，１９４

△８６１

（△６９０）

＋５５６

１７年度

２，０４７

△３８５

（△３３３）

＋２３８

１８年度上期

２，０５５１，９６８リスク管理債権

△２９８

（△２５１）

△７１５

（△６０４）

オフバランス化

（うち破綻懸念先以下）

＋３８５＋４８９新規発生

１９年度上期１８年度

（億円）

＋８７
不良債権の

オフバランス化実績

不良債権の
オフバランス化実績

〔内訳〕

２６８破綻懸念先

７０実質破綻先・破綻先

４７要管理先
（億円）

本人弁済・預金相殺 　６６億円

担保処分・代位弁済 １０３億円

格 上 　５３億円

債権売却 ２７億円

直接償却 　２億円

２
５
１
億
円
の

内
訳



特定業種の状況
特定業種(建設業、不動産業、物品賃貸業、貸金業･投資業等、パチンコ業)の融資シェアはいずれも10％未満特定業種
への与信集中はない

予測損失額(EL)は最も多い建設業でも6億円未満

消費者金融業の貸出残高は８２億円

事業性貸出に占める特定業種の状況(平成19年9月末)事業性貸出に占める特定業種の状況(平成19年9月末)

11

【与信残高対予測損失額】

（億円）

（億円）

予 測 損 失 額 ( Ｅ Ｌ )

与

信

残

高

※(　)内は融資シェア

不動産業
(7.49%)

物品賃貸業
(6.44%)

建設業
(6.63%)

小売業
(6.18%)輸送用機械

(5.65%)

貸金業
投資業等
(6.67%)

パチンコ
(0.66%)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0 1 2 3 4 5 6 7



0.84
0.95 0.99

1.04
1.10

1.16
1.23 1.24 1.26 1.27 1.30 1.33

1.86 1.90
2.00 2.02 2.02 2.05

2.17 2.17 2.17 2.16 2.17

1.21

1.06 1.10
1.04

0.90

2.15

2.032.02

1.86

2.18

2.02

0.7

1.2

1.7

2.2

H18/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月H19/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

金利上昇による収益への影響

12

現状の貸出金・預金構成で、金利上昇時においても、引き続き資金利益の向上が期待できる

貸出金利は平成１８年７月および19年2月の政策金利引上げ以降、上昇傾向が続いている

〔１９年３月〕　　　　　〔１９年９月〕

円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較）円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較） 貸出金利（月中平均）の推移貸出金利（月中平均）の推移

1.72
1.76

1.84 1.86 1.87 1.89 1.89 1.91

2.00 2.02 2.02 2.04 2.04 2.04 2.06

1.49 1.51
1.56

1.63
1.67 1.67 1.69 1.69

1.73

1.82 1.83 1.83 1.85 1.85 1.85 1.87

2.11 2.12 2.12

2.20 2.20 2.20 2.22 2.25 2.24 2.25

2.33 2.34 2.36 2.39 2.39 2.39

1.87

1.73
1.67

2.38

1.4

1.9

2.4

H18/6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月H19/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

（％）

法 人

個 人

全 体

うち企業規模別法人貸出金利の推移うち企業規模別法人貸出金利の推移

（％）

大･中堅企業

中小企業

（兆円、％）

２．６

３．８

６．８

１．６

１．４

２．６

４．１

５．７

平残（構成比）

（38.1）

（58.4）

（100.0）

（26.3）

（24.5）

（47.0）

（73.7）

（100.0）

０．２１

０．１６

０．１９

１．８６

１．０１

２．３７

１．９３

１．９１

利回り

（38.8）

（55.9）

（100.0）

（27.7）

（25.0）

（45.3）

（72.3）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．２５６．８預 金

０．１７４．０

２．５５２．６
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ

基準

市場連動

１．９２１．４固定金利

２．６

１．３

４．０

５．５

平残（構成比）

１．１６

０．３３

２．０８

２．０４

利回り

変動金利

貸出金

＋１．７８＋１．７８＋１．７２＋１．７２〔預貸利回り差〕 + 0 . ０ ６

※預金はNCDを含む



9.85
8.45 6.79 6.29 6.28

0

5

10

15

20

17年3月末 18年3月末 18年9月末 19年3月末 19年9月末

TierⅠに占める税効果相当額の割合

（％）

11.83
12.62

14.84

11.39

10.109.78
10.25

11.38
10.69 10.83

12.16

14.55
13.5513.6413.53

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17年3月末 18年3月末 18年9月末 19年3月末 19年9月末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

中核自己資本比率

自己資本比率の状況

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）

平成１９年９月末バーゼルⅡ(速報)による自己資本比率は１４．８４％と、１９年３月末に比べ信用リスク･アセット額の減少に
より＋０．２９ポイントの上昇

バーゼルⅡでは、信用リスク･アセットの計算方法の精緻化に伴い、格付の高い事業法人向け貸出や住宅ローンなどの信
用リスク・アセット額が大幅に減少

自己資本･リスクアセット等の推移自己資本･リスクアセット等の推移

13

アウトライヤー比率(単体ベース)アウトライヤー比率(単体ベース)

7.9％6,988億円554億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ大リスク量

※バーゼルⅡの計算方法は基礎的内部格付手法、粗利益配分手法を採用

（％）
＋２１２４１２２０２５９２５９１９０

うちマーケット・リス
ク相当額に係る額

△３９０４７，１５９４７，５４９５２，８７０５２，１９９４６，５９４リ ス ク ア セ ッ ト 等

△８９０４３，７３０４４，６２０５２，６１１５１，９４０４６，４０４
う ち 信 用 リ ス ク ・

ア セ ッ ト の 額

２，７０９

３６４

５，７８５

６，９１９

19年

3月末

ー

３８９

５，７２９

７，１６７

18年

9月末

ー

４７２

５，５８２

７，１２５

18年

3月末

ー

５２３

５，３０３

６，３０８

17年

3月末

〔旧基準〕

＋８３７，００２自 己 資 本

うちオペレーショナ
ル・リスク相当額に
係 る 額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

　 〔ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ〕

２，７８６

３７４

５，９５３

19年

9月末

＋７７

＋１０

＋１６８

19年

3月末比

う ち 税 効 果

相 当 額

（億円）

旧基準 　　バーゼルⅡ



株主還元の状況

配当額の推移配当額の推移

１３．００円（６．５０円）１３．００円１０．００円８．５０円７．００円一株当たり配当額（年間）

０．７８％

１５年度

０．８４％

１７年度

１．０３％

１８年度

―

１９年度予想

０．７８％配当利回り(配当/期末株価)

１６年度

平成１９年度１株当たり配当額１３円(中間６．５０円)を予定

平成１９年度については、配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準の配当維持を目指し、市場動向、　業績等を
総合的に勘案して決定する

１９年度下期中には、自己株式を市場買付により１０百万株・１３０億円(上限)取得し、全額を消却する予定

14

（　）は中間配当額

２５．４

２５．４

３６３

９２

－

９２

１８年度

累計　　　　　　 ２，４８６３８０３１４３５０当期純利益④

５８．３

２４．１

２２１

※　　１３０

９１

１ ９ 年 度 予 想

１７．２

１７．２

６０

－

６０

１６年度

２２．６

２２．６

７１

－

７１

１７年度

累計　　　　　　　　 ６０１年間配当額①

累計　　　　　　　　 ９４５自己株式取得額②

累計　　　　　　 １，５４６株主還元額③＝①＋②

平均　　　　　　　 ２４．２配当性向①/④×100

平均　　　　　　　 ６２．２株主還元率③/④×100

10～19年度
（10年間）

（単位：億円、％）
株主への利益配分の状況株主への利益配分の状況

※取得額の上限にて試算。実際の取得額は市場動向等により異なる可能性がある



Ⅱ 平成１９年度下半期の取組みⅡ 平成１９年度下半期の取組み



静岡県の経済動向と業績推移

15

静岡県は緩やかな景気拡大が続いており、貸出金は全国を上回る水準で増加している

第９次中期経営計画の基本方針であるトップラインの拡大は、計画を上回る水準で推移

第９次中期経営計画の目標達成、ならびに各利益段階における過去最高益の更新を目指す

静岡県の実質経済成長率の推移静岡県の実質経済成長率の推移

トップラインの拡大トップラインの拡大
（億円）

481 483
519

559
610

650

1,924

2,110

1,725
1,5611,5341,596

1,335
1,248 1,190 1,233 1,243

1,428

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

基礎的業務純益
経常収益
業務粗利益

（上半期/1,094）

（上半期/718）

325
（上半期）

静岡県の貸出金(末残)の推移静岡県の貸出金(末残)の推移

3.1

3.8

4.6 4.7 4.9

1.9
2.5

3.0

2.2 2.3

3.3
3.0 3.0

2.7

0.5 0.4
0.1 0.3

△ 0.2 △ 0.1

5.25.25.45.6

△ 2.1

2.1

-3.0

-1.0

1.0

3.0

5.0

16年度 17年度 18年度 H19/4月 5月 6月 7月 8月 9月

静岡銀行

静岡県

全国

（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※前年同期比

第8次中期経営計画 　　第9次中期経営計画

2.5

3.5

2.7

2.2

1.6

2.12.0

2.4

0

2

4

16年度 17年度 18年度 H19/4-6月

静岡県

全国

（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※前年同期比



第9次中期経営計画 終年度の経営目標

16

グループの目標指標グループの目標指標

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
（当期純利益／ T i e r Ⅰ）
連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
（当期純利益／ T i e r Ⅰ）

連 結 Ｒ Ｏ Ａ
（ 当 期 純 利 益 ）
連 結 Ｒ Ｏ Ａ
（ 当 期 純 利 益 ）

連 結 Ｏ Ｈ Ｒ連 結 Ｏ Ｈ Ｒ

効
率
性
指
標

連 結 Ｂ Ｉ Ｓ 自 己 資 本 比 率

（ T i e r Ⅰ 比 率 ）

連 結 Ｂ Ｉ Ｓ 自 己 資 本 比 率

（ T i e r Ⅰ 比 率 ）

健
全
性
指
標

連 結 経 常 利 益連 結 経 常 利 益

単 体 の 基 礎 的 業 務 純 益単 体 の 基 礎 的 業 務 純 益

収
益
目
標

連 結 当 期 純 利 益連 結 当 期 純 利 益

当初計画当初計画 修正計画修正計画

６．５％以上６．５％以上

０．４％以上０．４％以上

５５％程度５５％程度

６．５％６．５％

０．４６％０．４６％

５４．８％５４．８％

１０％程度
(旧基準)

１０％程度
(旧基準)

１２．２１％
(バーゼルⅡ)

１２．２１％
(バーゼルⅡ)

６００億円６００億円 ７０５億円７０５億円

３９０億円３９０億円３５０億円３５０億円

当初計画比当初計画比

＋１０５

＋３０

＋４０

±０

＋０．０６

△０．２

－

６２０億円 ６５０億円



法人部門の取組み①

定期性預金

17

法人部門は、新規貸出先の獲得等による高収益貸出資産の増強、地域シェアアップを実現する

“Ｓｈｉｚｕｇｉｎｓｈｉｐ”を通じ、お客さまとの｢Ｗｉｎ-Ｗｉｎの関係｣につながるリレーションを構築していく

235 238

252

286

330
320

1.831.83

1.68

1.52
1.49

1.52

17年度上期 17年度下期 18年度上期 18年度下期 19年度上期 19年度下期

利息

レート

法人部門の円貨貸出金利息およびﾚｰﾄの推移法人部門の円貨貸出金利息およびﾚｰﾄの推移

静岡県内貸出金シェアの推移静岡県内貸出金シェアの推移

（億円、％）

〔下期計画〕〔上期実績〕〔主な取組み〕

新規貸出先の獲得額

(東京､名古屋､大阪を除く)
５７０億円５５６億円

(ビジネスマッチング件数)

５００億円４７６億円ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞに伴う融資獲得

５２０件４３１件

＋７４２億円＋４５４億円中小企業貸出の平残増加

２１億ドル

１１億円 １０億円対顧デリバティブ手数料獲得

２３億ドル外為取引(取扱高)の強化

次世代経営者塾“Shizuginsｈｉｐ”の活動
　・会員数：６９３社１，０６０名(１９年９月末)
　・地域フォーラム、セミナー、視察会等を開催
　・参加人数：９８４名(平成19年度上半期累計)

＋６８＋６８

〔１９年度修正計画〕

・円貨貸出金平残増加＋１，８２５億円
・利息増加＋１１０億円
・手数料収益獲得２９億円

＋４４＋４４

25.5 26.0 26.2 26.9 27.3 27.7

10.3 9.8 10.0 9.9 9.8 9.4 9.4

24.7 24.9 24.5 24.7 24.4 24.5 24.2 24.0

26.525.8

9.3

16年3月末 16年9月末 17年3月末 17年9月末 18年3月末 18年9月末 19年3月末 19年9月末

（％）

メガバンク
信用金庫

静岡銀行

計画



その他 94

欧州 154

北米 184

その他のアジア
399

中国 382

法人部門の取組み②

18

情報･コンサルティング営業の取組み強化により、法人総合取引を強化

地方銀行として初めて、中国建設銀行と業務提携

静岡県企業の海外進出状況

※平成１８年４月

ビジネスマッチングの取組み事例ビジネスマッチングの取組み事例

平成19年度の主な商談会スケジュール
　・平成19年12月 「第3回中国ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ商談会in上海」
　・平成20年 2月 「ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ・ﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰ」
　・平成20年 2月 「第4回しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ」

▲東京ビジネス・サミット《静岡夢街道》

▲首都圏ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
（通称・MICAN〔みかん〕〕

▲地方銀行 ﾌｰﾄﾞｾﾚｸｼｮﾝ2007



銀行
39.9%

信用金庫
21.6%

その他
19.6%

ゆうちょ銀行
18.9%

2.6
1.4

1.7
3.7

7.6

2.9

△ 19.7

4.7

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

16年度 17年度 18年度 H19/4～9月

静岡県

全国

個人部門の取組み

固定金利
定期性預金

19

個人部門は、住宅ローンを中心とした消費者ローンの積上げにより収益向上をはかる

団塊世代やシニア層、若年層への取り組みを強化し、個人基盤を増強する

184 184
190

206

227

235

2.372.36
2.23

2.21

2.14 2.13

17年上期 17年下期 18年度上期 18年度下期 19年度上期 19年度下期

利息
レート

個人部門の円貨貸出金利息およびﾚｰﾄの推移個人部門の円貨貸出金利息およびﾚｰﾄの推移

（億円、％）

セカンドライフ応援定期預金キャンペーン ５００億円―

＋６７３億円＋５１５億円個人円貨預金の積上げ(平残増加)

５６０億円６４８億円個人年金保険販売額

〔下期計画〕〔上期実績〕〔主な取組み〕

グループの株式投信販売額

消費者ﾛｰﾝの積上げ（末残増加）

７４６億円７５２億円

７８５億円

＋６９７億円
(計画比＋１０８)

８５０億円住宅ローンの獲得

＋６０２億円

＋３７＋３７

＋２９＋２９

新設住宅着工戸数の推移新設住宅着工戸数の推移

静岡県内における預貯金シェア静岡県内における預貯金シェア

・円貨貸出金平残増加 ＋１，２４９億円
・利息増加 ＋６１億円
・預り資産販売による収益７８億円

〔１９年度修正計画〕

（うち当行21.5％)

（％） （前年同期比）

計画

（19年3月末）

オリジナルキャラクターオリジナルキャラクター

【星犬】



チャネルの拡充と融資業務集中化への取組み

市場連動

定期性預金

20

成長が見込まれるマーケットへ新規に出店、既存店舗は移転新築により機能強化

融資業務センター、債権管理センターの設置により、融資業務の集中化を進める

インターネット支店の開設により、窓口営業時間中の来店が難しいお客さまに対する商品提供の機会を充実

お客さまの利便性向上を図るため、イオン銀行とＡＴＭ提携を開始

「ｊｏｙｃａ」１６０，６６８枚、「ALL-S」１２，１２７枚 、｢LuLuCa｣１４，８０６枚クレジットカード

ＣＤ・ＡＴＭ

インターネット支店

１６，３８８台（無料化提携／１５，４１１台）　　　　　　　※イオン銀行を含む

１９年７月より一般顧客の取引開始

ダイレクトチャネルダイレクトチャネル

店舗チャネル店舗チャネル国内店合計

７ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

１８４計(19年9月末)

１５ローンセンター

店　舗 １６２

※仮想店舗を除く 中部地区

３ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

４ローンセンター

店　舗 ４３

東部地区

２ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

５ローンセンター

店　舗 ４１

東京・神奈川地区

１ローンセンター

店　舗 １５

西部地区

２ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

４ローンセンター

店　舗 ５９

愛知・大阪地区

１ローンセンター

店　舗 ４

●三ヶ日支店新築
（10月）

●ｱｺﾞﾗ浜松ｵｰﾌﾟﾝ
（4月）

●藤枝支店・藤枝中央支店統
合･移転（7月）

●債権管理センター開設

（7月）

●横浜ローンセンター開設

（2月予定）

●三島ローンセンター移転

（2月予定）

融資業務センターへの委託率

３３％

１６店

19年3月

４３％委 託 率

１００店対 象 店

19年9月

※委託率は本店・設置店を除く



167 169 164 164

175 177

176 180 189 207

161162168 166

185 203

28252424
17161616

780
741732726

54.6%

55.5%
58.9%58.9%

16年度 17年度 18年度 19年度計画

税金（下期）
税金（上期）
物件費（下期）
物件費（上期）
人件費（下期）
人件費（上期）

システム基盤整備 ＋5億円
店舗関連　　　　　　 ＋3億円
事務委託費　 ＋5億円

経費および投資･人員計画

21

平成１９年度経費はトップラインの持続的拡大に向け、システム関連、店舗関連費用が増加

新営業店システムが本格稼動(上半期５０カ店)、今期中に全店展開の予定

ＯＨＲは５５％程度を維持していく

経費およびＯＨＲの推移 投資額の推移

人員の推移

１９２

２，８８１

３，０７３

19年3月末

３，１１５３，２１７３，０３８３，１２０銀行全体

２，８２０２，９１７２，９５３３，０７７うち行 員

２９５

20年3月末
計画

３００

19年9月末

８５

18年3月末

４３

17年3月末

　ｸﾘｴｲﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ

（人）

（億円）

+1８

６８

９

５９

19年度
上期

７４

４１

３３

18年度

９０１７２３店 舗 関 連

<主な投資額>

１７２３３４７
シ ス テ ム
基 盤 整 備

２６２

17～19年度計画
（3年間累計）

５０

19年度
下期

７０

17年度

　合　計

（億円）

〔主なシステム投資〕　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　・OAパソコン更改、ネットワークの整備等によるシステム

　基盤のオープン化
・営業店システムの再構築による業務の標準化･平準化･
　効率化



平成１９年度の業績予想

与信費用 （△）

当期純利益

経常利益

株式等関係損益

不良債権処理額 （△）

基礎的業務純益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

業務粗利益

経常収益

【銀行単体】

４０

３６３

６６８

４６

５３

６１０

６０８

△１３

７４１

１，３３５

１，９２４

１８年度
実績

＋３９７８０

＋１９

＋１７

△１３

＋９

＋２３

＋４０

＋５７

△４

＋９３

＋１８６

前年度比

３８０

５９

７６

６５０

２，１１０

６５５

５５

６６５

△１７

１，４２８

１９年度
予想

22

過去 高益

３７８

７２７

２，２６４

１８年度
実績

＋１２３９０連結当期純利益

△２２

＋１９６

前年度比

２，４６０連結経常収益

７０５連結経常利益

１９年度
予想【連結】

（億円）

54.8

55.0

58.3

17年度 18年度 19年度計画

（％）

559

610

650

17年度 18年度 19年度計画

（億円）

基礎的業務純益推移

連結ＯＨＲ推移



静岡県経済の強み（１）静岡県経済の強み（１）

〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中しており、全国的にも
高水準の経済力である

〈健全性〉静岡県内の企業倒産率は低水準にあり、健全で体力のある企業が多い。また、地公体の財政も全国的にみて健全である

２．６０％２．３７％２．３８％２．７４％〃 （全 国）

３位１０位７位１２位〃 （低い方から順位）

－６９．６６５．３６３．７財務力指数 （静岡県）

－４６．４４２．８４１．１〃 （全 国）

－－６位５位〃 （順 位）

１．６６％１．８７％１．５７％１．７６％信用保証協会代位弁済率（静岡県）

－２１位※８位７位〃 （低い方から順位）

－０．２８５％※０．２５２％０．４１９％〃 （全 国）

－０．２５４％※０．１６９％０．３２０％企業倒産率 （静岡県）

平成１９年度上期平成１８年度平成１７年度平成１６年度

注）企業倒産率は暦年ベース、それ以外は年度ベース　　　　　　　　　　　　　　　　※平成17年4月より、任意整理を除外した法的整理のみを対象としている

注）年度ベース 　　　　　　　　　　　　　　　 ※速報値

※３位

※３，１４６，１９３

※１８１，８８２

－

－

－

平成１８年度

２，９５８，００３２，８４４，７２１国内製造品出荷額

－１０位県内総生産の順位

１７３，２２７１６６，９９８県内製造品出荷額 （億円）

３位３位県内製造品出荷額の順位

５，０３３，６６８４，９８２，８０４国内総生産

－１６０，６８９県内総生産 （億円）

平成１７年度平成１６年度
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〈成長性〉静岡県はニュービジネスに取り組む企業も多く新しい産業が生まれている

〈地域の雇用・企業収益〉

－－３３５３３３〃 （全 国）

－－６位１５位〃 （順 位）

※△５．３１２．２％△０．５％＋１５．４％企業収益（前年比）（静岡県）

※０．５１０．１％＋１２．３％＋２０．３％〃 （全 国）

－－３３３３２６月平均賃金 （静岡県） （千円）

１．０５倍１．０６倍０．９５倍０．８３倍〃 （全 国）

１．２６倍１．２５倍１．１４倍１．０４倍有効求人倍率 （静岡県）

平成１９年度上期平成１８年度平成１７年度平成１６年度

静岡県経済の強み（２）静岡県経済の強み（２）

注）有効求人倍率については年度末月ベース、月平均賃金は暦年ベース、それ以外は年度ベース 　　 ※ １９年度計画

※１ 旧中小企業創造法に基づく認定企業
※２ 中小企業新事業活動促進法に基づく承認・認定企業

注）工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース

３５６新連携認定企業数（※２） （静岡県）

５８１６１１６０〃 （全 国）

５８１０２８５８１工場立地件数（静岡県）

９０１１，７８２１，５４４１，３０４〃 （全 国）

１位３位３位１位〃 （順 位）

１１８２３３１９４１７４経営革新計画承認企業数（※２） （静岡県）

２，１９２５，２５８４，４２１４，３２２〃 （全 国）

５位７位７位７位〃 （順 位）

５位〃 （順 位）

２１研究開発事業計画認定企業数（※１） （静岡県）

平成１９年度上期平成１８年度平成１７年度平成１６年度
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証

するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


